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令和６年３月市議会定例会議案目録（その１） 

 

議 案 番 号 件        名 関 係 部 等 頁 

議 案 第 ３ 号 令和５年度木更津市一般会計補正予算（第８号） 財 務 部 別冊 

議 案 第 ４ 号 
令和５年度木更津市国民健康保険特別会計補正予算

（第３号） 
市 民 部 別冊 

議 案 第 ５ 号 
令和５年度木更津市後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号） 
市 民 部 別冊 

議 案 第 ６ 号 
令和５年度木更津市介護保険特別会計補正予算（第

３号） 
福 祉 部 別冊 

議 案 第 ７ 号 
令和５年度木更津市公設地方卸売市場特別会計補正

予算（第３号） 
経 済 部 別冊 

議 案 第 ８ 号 木更津市役所の位置を変更する条例の制定について 総 務 部 １ 

議 案 第 ９ 号 
木更津市吾妻公園文化芸術施設整備運営基金条例の

制定について 
企 画 部 ２ 

議案第１０号 手数料条例の一部を改正する条例の制定について 総 務 部 ４ 

議案第１１号 
木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 
市 民 部 １１ 

議案第１２号 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定

について 

健康こども部 １３ 

議案第１３号 
木更津市空家等対策の推進に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 
都 市 整 備 部 １５ 

議案第１４号 
原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解に

ついて 
環 境 部 １６ 

議案第１５号 
令和５年度木更津市下水道事業会計補正予算（第２

号） 
都 市 整 備 部 別冊 

 



議案第８号 

 木更津市役所の位置を変更する条例の制定について 

木更津市役所の位置を変更する条例を次のように制定する。 

  令和６年２月６日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

木更津市条例第  号 

木更津市役所の位置を変更する条例 

木更津市役所の位置を次のように変更する。 

  木更津市富士見一丁目３９２番６ 

附 則 

 この条例は、公布の日から起算して５年を超えない範囲内において規則で定める日から施行す

る。 

提案理由 

 木更津市庁舎の移転に伴い、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第４条第１項の規定によ

り、木更津市役所の位置を木更津市富士見一丁目３９２番６に変更するため、新たに条例を制定

しようとするものである。 
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議案第９号 

   木更津市吾妻公園文化芸術施設整備運営基金条例の制定について 

 木更津市吾妻公園文化芸術施設整備運営基金条例を次のように制定する。 

  令和６年２月６日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

   木更津市吾妻公園文化芸術施設整備運営基金条例 

 （設置） 

第１条 市は、木更津市吾妻公園文化芸術施設（以下「施設」という。）の整備及び運営に要す

る経費の財源に充てるため、木更津市吾妻公園文化芸術施設整備運営基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、当該年度の一般会計の予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しな

ければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、当該年度の一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金

に繰り入れるものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定め

て、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第６条 市長は、施設の整備及び運営に要する経費の財源に充てる場合に限り、基金の全部又は

一部を処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 木更津市吾妻公園文化芸術施設の整備及び運営に要する経費の財源に充てる基金を設置するた

め、新たに条例を制定しようとするものである。 

3



議案第１０号 

手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月６日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

木更津市条例第  号 

手数料条例の一部を改正する条例 

第１条 手数料条例（昭和３１年木更津市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１００円」を「２００円」に改める。 

別表第２戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条第１項、第１０条の２第１項から第

５項までの規定による戸籍の謄本若しくは抄本又は同法第１２０条第１項の規定に基づく磁気

ディスクをもつて調製された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面の

交付及び同法第１２６条の規定により戸籍に記載した事項に係る情報を提供する場合における

戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディスクをもつて調製された戸籍に記録されている事項の全

部若しくは一部を証明した書面の交付の項中「の規定による戸籍の謄本若しくは抄本又は同法

第１２０条第１項の規定に基づく磁気ディスクをもつて調製された戸籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証明した書面の交付及び同法第１２６条の規定により戸籍に記載した事

項に係る情報を提供する場合における戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディスクをもつて調製

された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「若しくは第１２６

条の規定による戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同法第１２０条第１項、第１２０条の２第

１項若しくは第１２６条の規定による戸籍証明書」に改め、同表戸籍法第１０条第１項、第１

０条の２第１項から第５項まで又は第１２６条の規定による戸籍に記載した事項に関する証明

書の交付の項の次に次のように加える。 

戸籍法第１２０条の３第２

項の規定による戸籍電子証

明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律

（平成１４年法律第１５１

戸籍関係手数料 戸籍電子証明書提供用識別符号１件につ

き ４００円 
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号）第７条第１項の規定に

より同法第６条第１項に規

定する電子情報処理組織を

使用する方法（総務省令で

定めるものに限る。以下こ

の表において同じ。）によ

り戸籍電子証明書提供用識

別符号の発行を行う場合（ 

当該発行に係る戸籍電子証

明書の請求が同条第１項の

規定により同項に規定する

電子情報処理組織を使用す

る方法により行われた場合

に限る。）における当該発

行及び戸籍電子証明書提供

用識別符号の発行に係る戸

籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍電子証

明書が証明する事項と同一

の事項を証明する戸籍の謄

本若しくは抄本又は戸籍証

明書の請求を行う場合にお

ける当該発行を除く。） 

別表第２戸籍法第１２条の２において準用する同法第１０条第１項若しくは第１０条の２第

１項から第５項までの規定による除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は同法第１２０条第１項

の規定に基づく磁気ディスクをもつて調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面の交付及び同法第１２６条の規定により除かれた戸籍に記載した事

項に係る情報を提供する場合における除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディスクをも

つて調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面の交付
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の項中「による除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は同法第１２０条第１項の規定に基づく磁

気ディスクをもつて調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明

した書面の交付及び同法第１２６条の規定により除かれた戸籍に記載した事項に係る情報を提

供する場合における除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディスクをもつて調製された除

かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「若しくは同法第１

２６条の規定による除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同法第１２０条第１項、第１

２０条の２第１項若しくは第１２６条の規定による除籍証明書」に改め、同表戸籍法第１２条

の２において準用する同法第１０条第１項、第１０条の２第１項から第５項まで又は第１２６ 

条の規定による除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書の交付の項中「、」を「若しくは」 

に改め、「まで」の次に「の規定」を、「又は」の次に「同法」を加え、同項の次に次のよう

に加える。 

戸籍法第１２０条の３第２

項の規定による除籍電子証

明書提供用識別符号の発行

（情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律

第７条第１項の規定により

同法第６条第１項に規定す

る電子情報処理組織を使用

する方法により除籍電子証

明書提供用識別符号の発行

を行う場合（当該発行に係

る除籍電子証明書の請求が

同項の規定により同項に規

定する電子情報処理組織を

使用する方法により行われ

た場合に限る。）における

当該発行及び除籍電子証明

書提供用識別符号の発行に

戸籍関係手数料 除籍電子証明書提供用識別符号１件につ

き ７００円 
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係る除籍電子証明書の請求

を行う者が同時に当該除籍

電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する除

かれた戸籍の謄本若しくは

抄本又は除籍証明書の請求

を行う場合における当該発

行を除く。） 

別表第２戸籍法第４８条第１項（同法第１１７条において準用する場合を含む。）の規定に

よる届出若しくは申請の受理の証明書の交付又は同法第４８条第２項（同法第１１７条におい

て準用する場合を含む。）若しくは第１２６条の規定による届書その他市長の受理した書類に

記載した事項の証明書の交付の項中「又は」を「、」に改め、「事項の証明書の交付」の次に

「又は同法第１２０条の６第１項の規定による届書等情報の内容の証明書の交付」を加え、同

表戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において準用する場合を含む。）の規定による届書

その他市長の受理した書類を閲覧に供する事務の項中「事務」の次に「又は同法第１２０条の

６第１項の規定による届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事務」を加え、同項単

位及び金額の欄中「書類」の次に「又は届書等情報の内容を表示したもの」を加える。 

別表第３建築基準法第８７条の３第７項の規定による特別興行場等の使用の許可の申請に対

する審査の項の次に次のように加える。 

建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）第１

３７条の１２第６項の規定

による建築物に対する制限

の適用除外に関する大規模

の修繕又は大規模の模様替

に係る認定の申請に対する

審査 

敷地と道路との関係の建

築物に対する制限の適用

除外に関する大規模の修

繕又は大規模の模様替に

係る認定申請手数料 

大規模の修繕又は大規模の模様替に係る

認定申請１件につき ２７，０００円 

建築基準法施行令第１３７ 

条の１２第７項の規定によ 

道路内における建築物に 

対する制限の適用除外に 

大規模の修繕又は大規模の模様替に係る 

認定申請１件につき ２７，０００円 
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る建築物に対する制限の適

用除外に関する大規模の修

繕又は大規模の模様替に係

る認定の申請に対する審査 

関する大規模の修繕又は

大規模の模様替に係る認

定申請手数料 

 

別表第３都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）第５３条第１項の

規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査の項中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に、 

 「 

  ウ 非住宅建築物 床面積を合計した

面積の区分に応じ、次に掲げる額 

(ア) 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１０条第２

号イ(２)及びロ(２)に定める基

準に適合するもの 床面積を合

計した面積の区分に応じ、次に

掲げる額 

                                           」 

 を 

 「 

  ウ 非住宅建築物 床面積を合計した

面積の区分に応じ、次に掲げる額 

(ア) 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１０条第１

号イ(２)及びロ(２)に定める基

準に適合するもの 床面積を合

計した面積の区分に応じ、次に

掲げる額 

                                           」 

に改め、同表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第１項又は第１３条第
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２項の規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定の項及び建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１２条第２項又は第１３条第３項の規定による建築物エネルギー消費性

能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定の項中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、

同表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５

号）第１１条の規定による軽微な変更に該当していることを証する書面の交付の項事務の種類

の欄中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め、同項単位及び金額の欄中「建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」

に改め、同表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１項の規定による建

築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査の項、建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律第３６条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の変更

の認定の申請に対する審査の項、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４１条第

１項の規定による建築物のエネルギー消費性能に係る認定の申請に対する審査の項及び備考中

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律」に改める。 

別表第４の２の項中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に、「１，４１ 

０，０００円」を「１，７２０，０００円」に、「１，５９０，０００円」を「１，９２０，

０００円」に、「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に、「２，２７０，０

００円」を「２，７４０，０００円」に、「４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００ 

円」に、「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０００円」に、「７，０７０，０００円」

を「８，７９０，０００円」に改める。 

第２条 手数料条例の一部を次のように改正する。 

 別表第２戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条第１項、第１０条の２第１項から第

５項まで若しくは第１２６条の規定による戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は同法第１２０条

第１項、第１２０条の２第１項若しくは第１２６条の規定による戸籍証明書の交付の項中「２

００円」を「３００円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

⑴ 第１条中別表第２戸籍法第１２条の２において準用する同法第１０条第１項、第１０条の

２第１項から第５項まで又は第１２６条の規定による除かれた戸籍に記載した事項に関する

証明書の交付の項の改正規定及び別表第３都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年

法律第８４号）第５３条第１項の規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する

審査の項の改正規定（「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める部分を除く。） 公布の日 

⑵ 第１条中別表第２の改正規定（戸籍法第１２条の２において準用する同法第１０条第１項、

第１０条の２第１項から第５項まで又は第１２６条の規定による除かれた戸籍に記載した事

項に関する証明書の交付の項に係る部分を除く。） 令和６年３月１日 

⑶ 第１条中別表第１の改正規定及び第２条の規定 令和６年８月１日 

 （適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の手数料条例別表第４の規定は、令和６年４月１日以後に申請さ

れる事務に係る手数料について適用し、同日前に申請された事務に係る手数料については、な

お従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を

改正する法律（令和４年法律第６９号）等の施行等に伴い、関係条文の整備をしようとするもの

である。 
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議案第１１号 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定 

について 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

令和６年２月６日提出 

                         木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例（平成３０年木更津市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

第１２条第３項中「別表」を「別表第１及び別表第２」に改める。 

別表を別表第１とし、同表の次に次の別表を加える。 

別表第２（第１２条第３項）  

利用区分 単位 利用料金 

多目的ホール用グランドピアノ １回当たり ３，０００円 

 備考  

  １ 利用料金には、調律を含まない。 

  ２ 調律は、利用者の負担とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。 

（施行前の準備） 

２ この条例による改正後の木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の規定

による利用料金の決定の手続きその他の行為は、この条例の施行の日前においても行うことが

できる。 
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提案理由 

木更津市金田地域交流センターにグランドピアノを設置するため、関係条文の整備をしようと

するものである。 
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議案第１２号 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月６日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設 

等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の 

運営に関する基準を定める条例（平成２６年木更津市条例第１７号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「重要事項」の次に「（次項において「重

要事項」という。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 特定教育・保育施設は、重要事項を電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によっ

て直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放

送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 

 第６２条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記

録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第６２条第２項第２号の改正規定は、

公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間におけるこの条例による改正後の木更津

市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準を定める条例（以下「改正後の条例」という。）第２３条第２項（改正後の条例第
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５０条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、改正後の条例第２３条第２

項中「供しなければ」とあるのは、「供するよう努めなければ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 母体保護法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和５年内閣府令第８６号）の施行に伴い、

関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第１３号 

木更津市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和６年２月６日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市空家等対策の推進に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市空家等対策の推進に関する条例（平成２９年木更津市条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１項及び第２項中「第７条第１項」を「第８条第１項」に改める。 

第７条第１項中「第１４条第１項」を「第２２条第１項」に改める。 

第８条第１項中「第１４条第２項」を「第２２条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第５０号）の施行

に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第１４号 

 原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について 

市は、次のとおり和解する。 

  令和６年２月６日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

１ 和 解 額  ３，７９１，２８８円 

２ 和解の相手方 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 

東京電力ホールディングス株式会社 

代表執行役社長 小早川 智明 

３ 和解の理由 東日本大震災による原子力発電所の事故により放射性物質が拡散した。 

 これにより、市は、食用イノシシ肉の安全確認を行うための全頭検査に

係る検査機器維持管理費（令和４年度分９３，５００円）、同検査職員の

対応費（令和４年度分３，６６３，７０２円）及び同職員の通信費（令和

４年度分３４，０８６円）として、３，７９１，２８８円を支出した。 

原子力損害賠償責任は、原則として原子力事業者の無過失責任であるこ

とから、上記和解額を相手方が市に支払い、和解の理由に記載した費用（

損害）の部分に限り、和解する。 

提案理由 

 原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 
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